福島県介護施設再開等支援事業　補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　一般社団法人福島県老人福祉施設協議会は、福島県からの委託を受け避難指示解除区域等で再開した介護保険施設の介護職員の確保を図ることにより、入所者の定員までの受け入れを促進し、指導体制の充実や介護サービスの質の向上に努めるために事業を実施する補助事業者に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。
（補助の対象及び補助額）
第２条　補助金は、別表１から別表３に掲げる事業を補助事業者が実施する場合に、当該事業に要する経費について補助事業者に対して交付するものとする。
２  補助金の交付額は、別表に定める補助対象経費（当該事業に要する経費から他の補助金等収入を除いた額）の実支出額と同表に定める補助基準額とを比較して少ない方の額に補助率を乗じて算出した額の範囲内において一般社団法人福島県老人福祉施設協議会会長（以下「会長」という。）が定める額とする。ただし、千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
（申請書の様式等）
第３条　規則第４条第１項の申請書は、福島県介護施設再開等支援事業補助金交付申請書（第１号様式）によるものとし、その提出期限は、会長が別に定める日とする。
２　規則第４条第２項第２号のその他別に定める書類は、次のとおりとする。
(1)　所要額調書（第２号様式）
(2)　所要額明細書（第３号様式）
(3)　その他会長が必要と認める書類
３　申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。
（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等）
第４条　補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法及び地方税法の規定により仕入に係る消費税及び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。
２　補助事業者は、規則第13条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。
（補助金の交付の条件）
第５条　規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、次のいずれかに定める場合とする。
(1)　補助事業の目的の達成に支障をきたすことなく、かつ、事業内容の細部の変更であって、
　 交付決定を受けた補助金の額の２０％以内の減額である場合
(2)　別表ごと各区分の相互間において、２０％以内の経費の配分の変更である場合
（変更の承認の申請）
第６条　規則第６条第１項第１号又は第２号により会長の承認を受けようとする場合は、福島県介護施設再開等支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様式）を会長に提出しなければならない。
（申請を取り下げることができる期日）
第７条　規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した日から起算して１０日を経過した日とする。

（概算払）
第８条　会長は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払の方法により補助金の交付をすることができる。
２　前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、福島県介護施設再開等支援事業補助金概算払請求書（第５号様式）及びその他会長が必要と認める書類を添えて、会長に提出しなければならない。
（完了報告）
第９条　補助事業者は、当該事業が完了したときは、速やかに福島県介護施設再開等支援事業完了報告書（第６号様式）を会長に提出しなければならない。
（実績報告）
第10条　規則第13条の規定による実績報告は、福島県介護施設再開等支援事業実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について代表理事の承認を受けた場合にあっては、承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日（補助金を全額概算払により交付を受けた場合にあっては、当該年度の翌年度の４月１５日）のいずれか早い日までに行わなければならない。
(1)　実績額精算書（第８号様式）
(2)　実績額明細書（第９号様式）
(3)　その他会長が必要と認める書類
（補助金の交付の請求）
第11条　補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、補助事業を完了した場合は、前条の実績報告書に併せて、福島県介護施設再開等支援事業補助金交付請求書（第１０号様式）を会長に提出しなければならない。
（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第12条　補助事業者は、当該事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（第４条第２項の規定により減額した事業主体については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を、福島県介護施設再開等支援事業仕入れに係る消費税相当額報告書（第１１号様式）により速やかに会長に提出しなければならない。
２　会長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は一部の返還を命じることができる。
（会計帳簿等の整備等）
第13条　補助金の交付を受けた補助事業者は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、補助事業の完了した日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。
（その他）
第14条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

附　則
この要綱は、令和７年４月１日から施行する。





　別表１
	事業　　区分
	事業　　内容
	補助
事業者
	経費
区分
	補助対象経費
	補助基準額
（片道分）
	補助　率

	介護職員応援事業


	社会福祉法人等に在籍する職員が、支援のために再開施設において介護業務に従事する。（以下「応援」とする。）

	社会福祉法人等　　（応援元）
	旅費等
	介護職員の応援に要する往復の移転料等　（※１）
	・50km未満
　126,000円／1人当たり
・50Kｍ以上100Km未満
　144,000円／1人当たり
・100Kｍ以上300Km未満
　178,000円／1人当たり
・300Kｍ以上500Km未満
　220,000円／1人当たり
・500Kｍ以上1,000Km未満
　292,000円／1人当たり
・1,000Kｍ以上1,500Km未満
　306,000円／1人当たり
・1,500Km以上
　328,000円／1人当たり
	10/10以内


	
	
	
	
	応援を行う職員の帰省等のための旅費
（※２）
	・県の旅費規程に準ずる。
	10/10以内

	
	
	
	賃借料
	介護職員が借家等の借上げに要する費用（※３）
	・初期費用
　102千円／1人当たり
・家賃
　60千円／1月当たり
	10/10以内

	
	
	
	事務費等
	介護職員の応援に要する事務費等
	　100千円／1月当たり
（職員の応援月数に応じて
  補助）
	10/10以内


	※１　事業実施年度の応援に伴い住所又は居所を移転する場合の往復の移転料、扶養親族移
　　転料とする。
※２　応援先施設の見学等、着任、帰任、応援期間中の帰省（１月に１回を限度とする。）等、
　　応援元と応援先との移動に要する普通旅費とする。
※３　借家等の借上げの際の初期費用（礼金、仲介手数料等）及び月額の家賃とする。







　別表２
	事業　　区分
	事業　　　内容
	補助　　　事業者
	経費　区分
	補助対象経費
	補助基準額
	補助　率

	再開施設支援事業

	再開施設が応援職員の給与を応援元の社会福祉法人に対して支払う。
	再開
施設




	給与等
差額
	再開施設が応援元の社会福祉法人等へ職員の給与等相当額を支払う場合、施設の給与等と応援元の給与等との差額
	年額2,220千円／1人当たり
	10/10以内



　




　別表３
	事業　　区分
	事業　　　　内容
	補助
事業者
	経費
区分
	補助対象
経費
	補助基準額
	補助　率

	応援職員等経費負担事業

	再開施設が遠方から通勤する応援職員等の負担を軽減する。


	再開　施設









	事務費等
	応援職員等の通勤のために送迎車輌を使用する際に要する経費（使用賃借料、燃料費、人件費）
	・年額300千円／1施設当たり
	10/10以内


	
	応援職員等を確保するための求人活動を行う。
	
	
	求人活動を行う際に要する経費
	・年額1,000千円／1施設当たり
	10/10以内



　
